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地域情報化施策の実施状況と効果 

美馬 正司 

 
１．はじめに 
 中央省庁で実施してきた情報化施策に対する批

判はこれまでも色々と言われてきたが、本当にこ

れらの批判は的を射ており、それ程大きな問題を

有しているのであろうか。 
2002年５月に筆者が出席した、地域情報化関連

の会議においても、「これまでの地域情報化施策は

情報格差是正に結び付いていないのではないか」、

「ニーズを十分に反映していないから地域情報化

施策が効果を上げていないのではないか」といっ

た批判的な話があった。しかし、このような批判

は的外れではないだろうか。 
 まず、地域情報化施策には、情報格差を是正す

る意図が当初からあまりなかったと予想される。

確かに情報格差を是正する意図で実施されている

施策もあるが、ニューメディアブームの折から地

域情報化施策の代表的なものとして扱われてきた

テレトピア構想やニューメディア・コミュニティ

構想等には情報格差を是正しようとする意図はあ

まり感じられない。 
また、これまでの地域情報化の取り組みに関し

ても、必ずしも失敗とは言えないのではないだろ

うか。確かにニューメディアブームの折の、パソ

コン通信、キャプテン（ビデオテックス）等はど

れもうまく軌道に乗らなかったが、このような古

くからの地域情報化への取り組みの蓄積が現状に

おける情報化の成熟度に結び付いているように見

受けられる地域も少なくない。 
 そこで、本稿では、地域情報化施策としてテレ

トピア構想を例にとり、地域情報化施策に対する

批判について考察を試みることとする。 
 
２．テレトピア構想とは 
 テレトピア構想は1983年に郵政省（現総務省）

が提唱した地域情報化施策であり、自治大臣官房

情報管理室（1994）によると、以下に示す二点が

同構想の目的とされている。 
①ニューメディアを積極的に取り入れ、活力あ

る快適な地域社会の形成発展の促進 
②モデル都市の拠点として全国的にニューメデ

ィアの普及を促進し、高度情報化社会への円

滑な移行を図ること 

 当時、ニューメディアの代表的な事例とされて

いたのはビデオテックス、CATV、パソコン通信

等であるが、ビデオテックスの普及は進まず、パ

ソコン通信もインターネットへと移行したことは

周知の事実である。このような情報化を取り巻く

環境の変化にともない、テレトピア構想も当初か

らその内容を少しずつ変容させており、昨今では

その説明においても「ニューメディア」という記

述をなくし、「情報通信メディア」という言葉を使

うに至っている。 
同構想ではモデル都市を指定し、指定地域の情

報化を促進するための様々な支援措置を行うこと

になっているが、支援内容に関しても当初と若干

変化が見られる。現状における支援措置としては、

財政的支援、税制優遇措置、施策の優先実施、情

報提供等があるが、支援の実施主体が変更になっ

ていたり、「施策の優先実施」といった新たな支援

措置が追加されていたりする。 
1983年から20年近く長期に渡って継続してき

たことが他の情報化施策と異なるテレトピア構想

の大きな特徴であるが、2001年10月までに193
地域 505市町村が地域指定を受けている。 
 

図１ テレトピア構想指定地域の累積数推移 
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３．情報格差是正への役割 
 自治大臣官房情報管理室（1994）によると、テ

レトピア構想では、「各地域が抱える問題点や家庭、

経済および地域社会に及ぼす効果や影響などを実

体験を通じて把握するとともに、これによって制

度的な課題や技術的な課題あるいは経済的な課題

に対する対応策や、ニーズに対応したニューメデ

ィアの普及方策を明らかにする」としている。つ

まり、テレトピア構想では情報通信技術を活用し

て地域の抱える問題点や課題を解決することに主

眼が置かれているのである。都心等との情報格差

是正も課題の一つとしてなり得るが、実際に重点

を置かれていないことはテレトピア構想のタイプ

指定を見ても明らかである。テレトピア構想では、

それぞれの指定地域が重点を置く内容に合わせて

タイプ分けしており、その分類は表１に示すよう

になっている。これによると、コミュニティ、産

業振興、福祉・医療等、地域個々の課題の解決に

重点を置いている地域が多い。 
 
表１ テレトピア構想のタイプ（1993年時点） 

タイプ 数 
コミュニティタウン型 116 
福祉・医療型 57 
観光・レクリエーション型 52 
物流・商流型 36 
都市問題解消型 35 
先端産業型 27 
伝統・地域産業型 25 
先進農業型 19 
国際交流型 11 
研究学園型 10 
過疎・離島振興型 4 
出典：自治大臣官房情報管理室『新・地域情報化

の考え方、進め方』 
 
 このように情報格差是正に重点が置かれていな

い根本的な理由は、その地域指定の状況にある。

従来から言われているように情報格差が都心と地

方、都市と過疎地の間で起こっているものであり、

テレトピア構想がこの格差是正を主眼においてい

るならば、その指定地域は地方、過疎地が中心に

なってしかるべきである。しかし、実際にはその

ようになっていない。表２に示すように、2001
年 10 月までにテレトピア構想のモデル都市とし

て地域指定を受けた割合は市や特別区の方が高く、

町村レベルの指定割合は低くなっている。つまり、

指定地域の現状を踏まえても、テレトピア構想が

情報格差是正を目的としていないことは明らかで

ある。 
 

表２ テレトピア構想指定市区町村の割合 
 テレトピア指定地域 総数 割合(％) 
市 230 675 34.1 
区 11 23 47.8 
町 200 1,981 10.1 
村 64 562 11.4 

出典：総務省資料等から作成 
 
４．地域情報化施策の効果 
 何を持って地域情報化施策の成功、失敗を判断

するのか、これは非常に難しい問題である。ニュ

ーメディアブームの折に取り組んだビデオテック

スやパソコン通信等が、現状において廃れている

からといって、当時に行われた情報化施策が失敗

であったとは一概に言えないのではないだろうか。 
例えば、テレトピア構想の指定を受けてCATV

を整備したもののその経営状態は悪く、無理して

投資した CATV インターネットに関しても

ADSLとの競合で加入者を獲得できていない地域

があるとしよう。この情報化施策は完全に失敗と

言えるだろうか。確かにCATVという事業そのも

のに関して評価した場合、失敗と考えられなくも

ないが、地域における情報化推進の観点からは必

ずしもそう断言できない。CATVとADSL、他の

通信サービスが競合することで地域住民は様々な

便益を受けるであろうし、このような情報化施策

の実施を介して、地域における情報化に対する意

識の成熟度も高まっていくであろう。特にこの「情

報化に対する意識の成熟度向上」は、金銭換算が

難しいものの、地域とって非常に大きな無形資産

である。 
 この情報化に対する意識の成熟度向上を顕著に

示す事例として桐生地域を挙げることができる。

同地域では 1988 年に「渡良瀬パソコン倶楽部」

という市民組織がパソコン通信「渡良瀬ネット」

を開局した。1989年には通商産業省（現経済産業

省）のニューメディア・コミュニティ構想の応用

発展地域に指定されたことで、（財）桐生地域地場

産業振興センター内の桐生広域情報デザイン研究

会が主宰する市民ネットとして発展した。実際は、

渡良瀬パソコン倶楽部が改称した「渡良瀬ネット
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倶楽部運営委員会」のボランティアを中心に運営

されており、会員数は 1996 年時点で約 1,600 人

に達した。その後、インターネットの普及にとも

ない、パソコン通信「渡良瀬ネット」は 1999 年

に終了したものの、この渡良瀬ネットにおける取

り組みは桐生地域におけるインターネットを活用

した情報化への取り組みにも結び付いているよう

に見受けられる。 
1995 年には桐生広域インターネット協議会が

設立され、情報化推進に向けた様々な活動を行っ

ている。96年にNTT とOCN アプリケーション

『連』の共同開発を行うとともに、2001年には『住

民が考える”桐生地域情報化マスタープラン”』を

策定し、市に提言を行っている。加えて、同年、

情報化を推進する NPO 法人「桐生地域情報ネッ

トワーク」が設立されており、2002年には情報化

の拠点となる「まちなか情報サロン『ファイバー・

カフェ』」がオープンしている。このような昨今の

桐生地域における情報化への非常に積極的な取り

組みは正に情報化に対する意識が成熟してきた証

と言えよう。 
 
５．成熟度の検証 
 桐生地域を例に出した情報化に対する意識の成

熟度に関して、客観的に示すことができないか、

統計的なデータによる検証を試みた。 
この成熟度を検証するため、過去に行ってきた

情報化施策が現状における地域の情報化に結び付

いているかどうかに焦点を当て分析する。具体的

には現状における地域情報化の状況を表す指標と

して日経BP社『日経パソコン 2002/5/27』にあ

る「e都市ランキング2002」を用い、過去におけ

る情報化施策としてはテレトピア構想を用いるこ

ととした。「e 都市ランキング 2002」の得点は表

３に示すように行政における情報化の取り組みを

表したものであり、地域全体の情報化を示してい

るわけではない。しかし、行政という地域を構成

する一主体内においても情報化に対する意識の成

熟度向上は見られると考えられ、この指標を用い

ることとした。また逆に、都市としての市場規模

が大きく影響するブロードバンドサービスの提供

状況等を除くことで、地域内における努力に依拠

する部分を抽出できるとも考えられる。 
 なお、この「e都市ランキング2002」では2002
年 3月時点で姿勢を施行していた市、および特別

区が調査の対象になっている。得点のもととなっ

たアンケートに関しては584都市（回収率84％）

から回答を得ており、回答を得ていない都市につ

いては評価を行っていない。 
 
表３ 「e都市ランキング2002」の得点算出方法 
インターネットで

の情報とサービス

提供（50点満点） 

「夜間・休日診療を行う病院の案

内」など12項目の情報と「公共施

設の予約」など 6 項目のサービス

の提供状況、Webサイトのアクセ

ス人数で評価 

庁内インフラ（25

点満点） 

庁内の事務職の職員に対するパソ

コンの導入率と、各部署へのグル

ープウェアの導入状況で評価 

情報化に関する政

策（25 点満点） 

「情報化の基本計画」の策定と公

開、「市民向けの独自の IT 講習」

の実施状況などをもとに評価 

出典：日経BP社『日経パソコン 2002/5/27』 
 
 実際にテレトピア構想の地域指定状況と「e 都

市ランキング 2002」の関連性を分析すると、図２

に示すようになる。図からも明らかなように得点

が高い地域、つまり行政における情報化への取り

組み状況の評価が高い地域ほど、テレトピア構想

の地域指定を受けている割合も高いという結果に

なっている。このことから過去における情報化施

策と情報化の現状にはある程度の相関関係がある

ことがうかがえる。すなわち、過去における情報

化施策（ここではテレトピア構想）の実施が地域

における情報化に対する意識の成熟度を高め、現

状における情報化の進展をもたらしている、と捉

えることができる。 
 確かに「以前から情報化に対する意識が成熟し

ていた地域がテレトピア構想を利用しただけであ

る」との見方も可能であるが、意識が先か施策が

先かという「鶏と卵」の議論はあまり意味を成さ

ない。また、テレトピア構想の指定を受けたこと

で、以前から高かった情報化の意識が更に高めら

れたり、具体的な情報化施策が実現に結び付けら

れたりした効果が少なからずあることは否定でき

ない。 
 この他、「情報化関連の人材や資金の充実してい

る大規模な都市がテレトピア構想の指定を受けて

おり、ランキングでも上位に入っているのではな

いか」という疑問は当然として存在する。確かに

人口規模の大きい都市がランキング上位に入る傾

向は見受けられるものの、それ程顕著ではない。

ランキング上位25地域の中には、人口規模10万

人以下の地域が 10 地域あり、3 位の可児市（9.1
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万人）、5位の水沢市（6.0万人）、８位の塩尻市（6.3
万人）等が含まれる。 
 

図２ 「e都市ランキング2002」の得点とテレト

ピア構想の指定状況 
 
６．おわりに 
 上記の検討の結果、「情報化施策は情報格差是正

に結び付いていない」、「情報化施策が効果を上げ

ていない」といった批判が適切でないことは明ら

かである。 
 「情報格差の是正が必要ない」という訳では決

してないが、中央省庁が推進する情報化施策の多

くはここに主眼を置いていない場合がある。なぜ

なら、中央省庁が実施する情報化施策は大きな矛

盾を内包しているからである。情報格差是正を実

現するためには情報化が遅れている地域に施策を

活用してもらうことが望まれるが、そのような地

域に施策利用ニーズがある場合は少ない。しかし、

地方分権を推進している折、地域の自主性を重視

する必要があり、情報化の遅れている地域におい

て中央主導で強制的に情報化を進めることは不可

能である。 
 この結果、中央省庁による情報化施策は自然と

「やる気」のある地域を支援するかたちとなるが、

個人的にはこれで良いのではないのか、と考えて

いる。平等を追求する政策では社会的な活力は生

まれて来ず、地域間での競争があってこそ、社会

全体としての情報化は更に前進するのではなかろ

うか。また、地域によっては情報化でない他の分

野に戦略的な重点を置いている場合もあるだろう。 
 効果に関しては、「情報化に対する意識の成熟

度」という概念を示し、長期的には効果が期待で

きることを示したわけであるが、だからと言って

無作為に情報化に取り組んで良い訳ではない。情

報化への投資が拡大している昨今、もちろん投資

対効果はこれまで以上に厳しく事前評価する必要

があるし、失敗するリスクを最小限に留めるリス

クマネジメントも不可欠である。本稿で提示した

かったのはあくまでも情報化が急に進むことはな

く、過去における情報化施策の積み重ねのもとに

成り立っているということであり、これは情報化

に限らず、保健・医療・福祉、教育、産業振興等、

他の分野でも同様であろう。 
 なお、本稿で提案した「情報化に対する意識の

成熟度」という概念はまだまだ明確なものではな

いが、失敗と言われるような事業を含む情報化へ

の取り組み経験を糧に着実に積み重ねられていく

ものではないかと考えられる。昨今、企業におけ

る IT マネジメントでは、このような成熟度の考

え方が適用され始めているが、地域情報化におい

てもこの概念を適用することでマネジメントの効

率化、最適化を図ることができるのではなかろう

か。いずれにしても、地域における「情報化に対

する意識の成熟度」という概念に関しては、今後

も継続的な検討が必要と考える。 
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